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注１麟当する□には、レ印を記入してください。特定事業者以外の１１業者の方はし印の記入は不要です．

２「基蝋年度」とは計画期'111の前年度を、「目標年度」とはiil画期'１１１の殿終年度を、「翻惰年度」とはi汁画IIH1Iilのうち、今[jZl報告の対象となる年度をいいます。

３「PIF難所等排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの便Ｉ11に伴い発生する温室効果ガスを、「輸送miibi排IⅡ区分」とは自動車運送１５業者については使月Iの本拠の位皿を京節府内とする車
両の排11Ｉする温室効果ガスを、鉄道蛎梁轡については保付する貨物UI【Ii1ij又は旅客1ｌｘ両の排ⅡけるＭ１室効采ガスを、「その他俳111区分」とは上記以外の京部府内における邪菜所等の事業活動に伴い発化する温室効果
ガスをいいます。

Ｉ「原111位当たl〕の温室効果ガス排Ⅱl吐等」の「用途区分」には、○○J二場、事務所などのlⅡ途をi､入してくださ↓Ｌ「原1M位の指標」には、分子の「二酸化炭莱換F1〔」の下に分母となる撒標（生産数賦、延べ床而
積、走行距醗等）を記入してください。

５「その他の地球温暖化対蹴によるM1室効果ガスの削減Bk等」のうち「森林の保全及び整臘」の「目標年度（計画）」欄にはiiI画1911111中の目標の累計を、「報告年度（突網）」欄には実績の梁iiIを記入してくださ
い。

６「特配事項」には、平成２年度（１９９０年度）を基地とした排Ｈ１鼠の対比や、省エネ製品6M発など他脅の温室効果ガス排１１１１判減への貢献、グリーン調達の採Ⅱl、特定フロンなどの条例擶定外のＭ１室効果ガスの削
減などを記入してください，

住所（法人にあっ
ては、主たる蛎務
所の所在地）

京都府久世郡久御山町新珠城２７

氏名（法人にあっ
ては、名称及び代

表者の氏名）
津田電線株式会社取締役社長津田幸平

事業者の主たる
業種 電線・ケーブル製造販売

該当する事業者
要件

Ｐ京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第１号該当事業者（大規模エネルギー使用事業者（原油に換算して1,500キロリットル以上））

「

「

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第２号又は第３号該当事業者（大規模運送事業者（トラック又はパス100台以上／タクシー150台以'二／鉄道
車両150両以上）

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第４号該当事業者（その他の温室効果ガスの大規模排出事業者（二酸化炭素に換算して3,000トン以上））

計画期間 平成２０年４月～平成２３年３月

基本方針
ISO14001に準拠した環境マネジメントシステムの導入により、（１）省エネルギーの推進(2)廃棄物排出量の削減(3)環境配慮型製品の開発
(4)環境負荷化学物質の管理等により温室効果ガス排出量の最小化を目指す。
((２０)エネルギー使用量の削減を原単位目標で取組んだ）

推進体制 社長、環境ISO管理責任者をトップとする環境保護推進組織を設け、目標とその実施計画を策定、月単位で進捗管理する。
((２０)エネルギー使用量の削減について原単位目標を掲げ、その実施計画を策定、月単位で進捗管理した。）

環境マネジメントシステム名称 ISOl4001 

適用範囲 津田電線株式会社、本社工場

取得年月日 平成１１年12月１０日

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の状況

年度

H2０ 

設備、対象、工程等

工場全体

措置内容

装置更新時の省エネタイプ採用(インバータ化等)、水銀灯の省エネタイプ化、局部照明推進、

コンプレッサーの省エネ化、不要表示灯撤去、ノー残業デー実施、省エネ啓蒙

温室効果ガスの
排出量等 排出区分

Ａ事業所等排出区分

Ｂ輸送車両排出区分

Ｃその他排出区分

排出合計

実績に対する自己評価

基準年度（実績）
(19）年度

(二酸化炭素襖JRI[）

目標年度（計画）
(22）年度

(二酸化炭莱換算）

増減率

(計画）

報告年度（実績）
(22）年度

(二酸化炭素換算）

増減率

(実績）

2,712.0ｔ ２６３０．０ｔ －３．０％ 1,883.6ｔ -305％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

ｔ ｔ ％ ｔ ％ 

＊１ 2712.0ｔ ＊２ ２６３００ｔ -3.0％ ＊４ Ｌ883.6ｔ -30.5％ 

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

笑納に対する自己評価

基準年度（実績） 目標年度（計画） 増減率（計画） 報告年度（実績） 増減率（実績）

％ ％ 

％ ％ 

％ ％ 

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの
削減量等

対策等の区分

森林の保全及び整備

府内産の木材の利用

自然エネルギーを利１１}した電力
又は熱の供給

グリーン電力の嚇入

家庭における温室効果ガス排出
量の削減効果分の1Mi入

削減量等合計

目標年度（計画）
取組肚等 (二隆化炭莱換算）

(麓iii面稿） hａ (吸収皿） ｔ 

(利Ⅱl壁） nlD (iiﾘ減馳） ｔ 

(充電鼠） kwｈ (削減鼠） ｔ 

(熱供給lik） GＪ (削減風） ｔ 

(蝋入肚） kwｈ (削減ＩＩＬ） ｔ 

(鯛入 ｔ (削減風） ｔ 

＊３ ｔ 

報告年度 (実絞）

取組壁等 (二駿化炭素換算）

(砿IHI而積） hａ (吸収ljlt） ｔ 

(利川吐） ｎｌＤ (1Wl減Ht） ｔ 

(光Nmil） kwｈ (削減nt） ｔ 

(熱(化給砒） GＪ (I1iI1減敬） ｔ 

(鯛入砒） kwｈ (削減鼓） ｔ 

(鯛入駄） ｔ (間ｌ減肚） ｔ 

＊５ ｔ 

差引排出量

(排111合計一削減等合計）

基準年度（実績）

＊１ ２７１２０ｔ 

目標年度（計画）

(､21-('３１２，６３００ｔ 

増減率（計画）

-3.0％ 

報告年度（実績）

ＩＣＩ)－(*5） Ｌ883.6t 

増減率（実績）

-30.5％ 

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

特記事項


